
b 固定資産の減損

種 類 １回線あたり帳簿価額 回 線 数 回収可能サービス価額

電話加入権 13¶000円 51回線 37¶800円

電話加入権の売買市場価格が著しく下落しているため、減損の兆候が認められましたが、ＮＴ
Ｔ公定価格37¶800円が帳簿価額を上回っているため、減損額は算出されませんでした。

附 属 明 細 書
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明
細並びに減損損失累計額 （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 490¶509¶569 4¶978¶050 2¶287¶042 493¶200¶577 226¶219¶161 34¶247¶629 0 266¶981¶416

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

車 両 運 搬 具 12¶005¶885 0 0 12¶005¶885 6¶002¶943 2¶401¶177 0 6¶002¶942

工具器具備品 505¶310¶965 28¶359¶671 46¶646¶901 487¶023¶735 323¶665¶726 83¶615¶744 0 163¶358¶009 注１

計 1¶007¶826¶419 33¶337¶721 48¶933¶943 992¶230¶197 555¶887¶830 120¶264¶550 0 436¶342¶367

| 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

ａ 現金及び預金 2¶403 2¶403 `

ｂ 有価証券及び投資有価証券 14¶705 14¶705 `

その他有価証券 14¶705 14¶705 `
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２．損益計算書関係
\ リース取引

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、24¶164円であり、当該影響額を除いた当
期総利益は297¶052¶945円であります。

] 関係会社株式評価損
臨時損失に計上されている関係会社株式評価損は関連会社の解散によるものであります。
株式会社さいたまソフトウェアセンター 31¶288¶813円

３．キャッシュ・フロー計算書関係
キャッシュ・フロー計算書における資金は、現金、普通預金であります。

\ 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
（平成24年３月31日現在）
現金及び預金 2¶403¶898¶559円
定期預金 �1¶001¶000¶000円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G
資金の期末残高 1¶402¶898¶559円

] 重要な非資金取引の内容
翌事業年度以降のキャッシュ・フローに重要な影響を与える非資金取引はありません。

４．行政サービス実施コスト計算書関係
引当外退職給付増加見積額のうち、12¶609¶316円は、出向職員（延べ28人）に係る退職給付引

当金の当年度増加額を国家公務員退職手当法に基づき計上しています。
５．重要な債務負担行為

該当事項はありません。
６．追加情報
他の法人との統合について
「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成24年１月20日閣議決定）において、
当機構、経済産業研究所及び産業技術総合研究所については、統合の効果が十分に確保されるよ
う、業務運営の在り方を見直すとともに、役員数の削減を含む組織や事業規模の見直し、間接部
門の効率化等について明確な目標を速やかに設定して、抜本的な合理化を行った上で統合するこ
ととし、研究開発型の成果目標達成法人とすることと定められております。

７．重要な後発事象
該当事項はありません。

８．その他
\ 金融商品に関する注記
{ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金及び公社債等に限定し、独立行政法人通則法第47条で定
められている通り運用しております。
未収債権等に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程等に沿ってリスク低減を図っておりま
す。また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、公社債及び非上場
株式を保有しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
ａ 現金及び預金
現金及び預金は全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。
ｂ 有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ
ております。

（注２）以下の非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることな
どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「ｂ 有価証券及び投資
有価証券」には含めておりません。
・投資有価証券 貸借対照表計上額 400百万円
・関係会社株式 貸借対照表計上額 4¶052百万円

] 資産除去債務に係る注記
当法人は、本部事務所（東京都文京区）の賃貸借契約書に基づき、事務所の退去時における原
状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、
将来本部事務所を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができま
せん。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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